
























                                                 
1 本論文は 2007「植民化と近代化－日本統治時代の台湾－」台日学術交流国際会議、
国家図書館国際会議庁、2007 年 9 月 8－9 日の発表論文である。 
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を参照）それにも拘らず、台湾の 1 人当たり GDE 額は 1920 年に 127
円、1938 年に 165 円となり、これに対し、朝鮮は 103 円と 106 円で
あった2。  
 
表 1 実質 GDE の成長率 (%) 
 日本 台湾 朝鮮 
1911-38 3.31  4.41  3.68  
1903-12 2.40  3.64   
1913-22 4.66  5.29  8.59  
1923-32 1.42  3.94  0.07  
1928-37 2.48  3.18  2.87  
一人当たり GDE 
1911-38 1.95  2.43  2.11  
1903-12 1.27  2.27   
1913-22 3.82  4.15  7.24  
1923-32 0.96  1.52  -0.77  
1928-37 3.07  0.59  0.92  
資料：溝口敏行・野島教之「『旧日本帝国』の国内総生産と総支出の推計」表 6。 
出典：山本有造（2000）『日本植民地経済史研究』 







もずっと高かった。（表 2 を参照）一方、台湾の 2 次産業は日本領有
                                                 
2 山本有造(2000 年)、pp.156 を参照。 
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初期から 25%以上の高い成長率を示したが、1910 年代後半から 1920
年代後半まで 10%台に減速し、1930 年代に再び 30%を超える高成長








表 2 1 次、2 次産業産出の実質成長率 (%) 
 日本 台湾 朝鮮 
1 次産業 
(1908-17)/(1903-12) 10.36 0.51  
(1913-22)/(1908-17) 7.74 2.14  
(1918-27)/(1913-22) 1.05 10.88 10.01 
(1923-32)/(1918-27) 1.84 18.66 2.51 
(1928-37)/(1923-32) 5.73 20.04 8.85 
2 次産業 
(1908-17)/(1903-12) 43.96 31.08  
(1913-22)/(1908-17) 34.53 25.38  
(1918-27)/(1913-22) 18.96 12.63 23.05 
(1923-32)/(1918-27) 29.56 11.12 12.71 








時の台湾 2 次産業の成長を反映していた。（表 3 を参照）台湾の対日
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表 3 日本対台湾の移出入 (当年価格、百万円、%) 
商品移出 商品移入 
一次産品 工業品 合計 農産物 工業品 水林鉱産物 合計  
  重化学製品   素食料  加工食料品   
1897-1907 20.2 90.1 17.9 110.3 31.5 31.1 61.6 39.4 0.0 93.1 
1908-20 140.4 515.7 232.6 656.1 192.9 188.3 740.0 603.8 17.9 950.8 
1921-31 195.7 990.5 430.3 1186.2 611.9 605.0 1416.1 1255.8 87.1 2115.1 
1932-39 269.8 1606.6 867.6 1876.4 989.0 976.4 1607.7 1328.4 147.4 2744.1 
 商品移出構成比 商品移入構成比 
1897-1907 18.3 81.7 16.2 100.0 33.8 33.4 66.2 42.3 0.0 100.0 
1908-20 21.4 78.6 35.5 100.0 20.3 19.8 77.8 63.5 1.9 100.0 
1921-31 16.5 83.5 36.3 100.0 28.9 28.6 67.0 59.4 4.1 100.0 
1932-39 14.4 85.6 46.2 100.0 36.0 35.6 58.6 48.4 5.4 100.0 
注：1.日本から台湾への重化学製品移出は主に一般機械である。 














表 4 植民地台湾と朝鮮の域外収支 (100 万円) 
 経常収支 貿易収支 サービス収支 移転収支 長期資本収支 
台湾 
1896-1907 -10.0  -27.0 -9.1  26.2  44.4  
1908-20 160.8  256.8 -94.7  -1.3  212.2  
1921-31 347.0  743.9 -338.0  -58.9 322.9  
1932-39 597.3  805.2 -108.4  -99.5 40.0  
朝鮮 
1910-20 -211.7  -333.6 -89.6  211.5 337.7  
1921-31 -365.9  -306.1 -445.8  386.0 799.2  





1930 年代末の植民地台湾の産業構造をみると、1 次産業が 36.7%、
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1910 年代から日本本土総輸移入量の 50%以上を占め、米移入は 1910




表 5 日本帝国の国内純生産(1937 年) (当年価格、百万円；%) 
植民地  本土 台湾 朝鮮 本土と植民地計 満州国 総計 
1 次産業 3,734 340 1,398 5,573 1,750 7,323 
2 次産業 6,302 269 467 7,253 550 7,803 
3 次産業 10,122 283 814 11,466 1,829 13,295 
(不突合) 807 35 107 958  958 
NDP 計 20,965 927 2,786 25,250 4,129 29,379 
 各地構成比 (%) 
1 次産業 17.8 36.7 50.2 22.1 42.4 24.9 
2 次産業 30.1 29.0 16.8 28.7 13.3 26.6 
3 次産業 48.3 30.5 29.2 45.4 44.3 45.3 
(不突合) 3.8 3.8 3.8 3.8 0.0 3.3 
NDP 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
 日本帝国構成比 (%) 
1 次産業 51.0 4.6 19.1 76.1 23.9 100.0 
2 次産業 80.8 3.4 6.0 93.0 7.0 100.0 
3 次産業 76.1 2.1 6.1 86.2 13.8 100.0 
NDP 計 71.4 3.2 9.5 85.9 14.1 100.0 
注：1.一次産業は農林漁業、二次産業は製造業、三次産業は建設・商業・金融保険業・
サービス業・公務等。2.著者は山本有造（2000）『日本植民地経済史研究』名古屋





                                                 
3 山澤逸平・山本有造(1979 年)、pp.112 と 116 を参照。 





















は 1911-38 年の総額が 14.5 億円に対して、設備投資は 3.2 億円であ
った。それは朝鮮の 15.7 億円と 7 億円より低かった。しかし同時期
の１人当たり投資額でみると、台湾の建設投資が 12.1 円、設備投資
は 2.3 円で、朝鮮の 3 円、1.3 円より 4 倍と倍の差が開いていたこと
                                                 
4 明治期日本本土の工業化以前に、農業の進歩を遂げ、その進歩は工業化初期まで継
続した。経済発展の初期段階には、農業と非農業の成長がオーバーラップしたこと
は日本本土工業化成功の鍵であった。南亮進(1981 年)、pp.62 を参照。 
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がわかる。そして、1900 年代初頭における台湾の政府部門の総資本















の促進のため、その投資額は 2.25 倍に増えて糖業投資額を超えた。  
 
                                                 
5 山本有造(2000 年)、pp.160、表 4 4­ を参照。 
6 1920 年代に嘉南大圳の大型水利建設投資 2,366 万円があった。著者はその米作、甘
蔗と雑作の 3 年輪作強制制度に基づき、米と糖業の開発投資にそれぞれ総額の 1/3 を
加算し直した。元の統計数字は山本有造(2000 年)、pp.163、表 4-6 を参照。 
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1901-05 66.05 11.86 6.04 1.54 14.51 ― ― ― ― ― 
1906-10 32.49 22.84 20.54 2.81 21.33 ― ― ― ― ― 
1911-15 15.20 20.09 36.86 0.90 26.95 56.69 21.76 4.35 0.74 16.46 
1916-20 32.22 18.67 28.14 1.14 19.82 53.48 14.87 3.67 3.51 24.47 
1921-25 41.33 25.26 19.29 0.32 13.81 48.94 12.34 13.76 1.09 23.87 
1926-30 24.06 27.01 30.40 1.09 17.44 48.23 10.95 21.41 0.78 18.62 
1931-35 22.19 30.69 34.52 0.61 12.00 53.50 10.97 24.72 0.34 10.69 
1936-38 32.96 29.30 20.99 4.00 12.75 66.99 9.89 12.81 2.29 8.04 
山本有造推計(総督府統計＋同移転支出＋公企業経営支出の 10%) 
1901-05 50.43 6.82 4.42 1.37 36.96 ― ― ― ― ― 
1906-10 35.75 17.22 9.48 3.53 34.01 ― ― ― ― ― 
1911-15 22.46 14.21 19.82 2.82 40.63 42.45 14.52 4.48 3.40 35.15 
1916-20 35.61 14.25 18.07 4.87 27.20 37.64 9.03 7.79 5.43 40.11 
1921-25 38.04 15.99 15.90 2.57 27.56 33.81 6.32 13.47 2.93 43.47 
1926-30 28.15 19.08 22.52 2.49 27.74 33.89 4.67 15.50 4.24 41.73 
1931-35 28.29 19.75 22.37 2.77 26.82 31.82 4.01 14.81 3.29 46.06 












                                                 
7 5 大糖業資本である大日本製糖が 1895 年、台湾製糖が 1900 年、明治製糖が 1906 年、
東洋製糖が 1907 年、塩水港製糖が 1907 年にそれぞれ設立された。 
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らの民間投資純額は 1910 年代に 1.36 億円、1920 年代に 2.24 億円、




表 7 植民地台湾長期資本輸入構成比 (100 万円) 
長期資本収支  総督府移転 国債 社債 株式 事業投資 小計 総計 
1900-09 29.3 32.8  21.9  53.5 82.8 
1910-19 41.2 1.3 8.6 101.1 35.1 144.8 186.0 
1920-29  79.6 74.3 68.2 155.3 388.5 388.5 
1930-39 -78.8 16.2 -19.4 61.6 32.4 85.9 7.1 
総計 -8.3 129.9 63.5 252.8 222.8 672.7 664.4 
  長期資本収支構成比(%)  
1900-09 . 61.3 0.0 40.9 0.0 100.0 - 
1910-19 . 0.9 5.9 69.8 24.2 100.0 - 
1920-29 . 20.5 19.1 17.6 40.0 100.0 - 
1930-39 . 18.9 -22.6 71.7 37.7 100.0 - 
総計 . 19.3 9.4 37.6 33.1 100.0 - 
注：1.総督府移転は受払い純額。2.長期資本収支は受取り純額。3.長期資本収支小計は表
に示されていない貸付金の分を合計したもの。4.山本有造（2000）『日本植民地経
済史研究』名古屋大学出版会、表 4-7、付表 3 より作成。 
 
植民地台湾における公私企業の総資本金は、1914 年に 7,717 万円、
1919 年に 2 億 987 万円、1924 年に 3 億 6,298 万円、1929 年に 3 億 1,296
万円へと増えた。そのうち、国家資本の台湾銀行（1899 年設立）と
台湾電力（1919 年設立）以外、ほとんどが民間資本であった。台湾
における主な日本資本 13 社の 1926 年末基準の払込資本金が 2 億
3,953 万円であったことと合わせれば、1920 年代後半は日本と台湾の
中小資本の合計は 7,000 万円から 1 億 2,000 万円はあったと推測され
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る8。また台湾における日系工場が各産業工場数に占める比率は 1929
年に機械が 45.9%、金属とその他食品が 26.5%、繊維が 25%、木材が
21%、精米・籾摺りが 5.8%で、そして 1939 年には機械が 40%、金属
が 14%、化学・製紙とその他食品が 18%、繊維が 20%、木材が 23%、
精米・籾摺りが 7%であった。そのうち、100 人以上の従業員を有す
る大規模工場に関する日本資本の支配率は 1929 年に 100-199 人規模
が 83%、200 人以上規模が 85%を占め、1939 年にそれぞれ 62%と 97%
となった。一方、100 人以下の中小工場は 1929 年に 99-50 人規模が














                                                 
8 主要な 13 社は大日本製糖、台湾銀行、台湾製糖、明治製糖、東洋製糖、塩水港製糖、
新高製糖、帝国製糖、台湾商工銀行、基隆炭鉱、台湾電力、台湾製脳、義和商行等
である。山本有造(2000 年)、pp.167、表 4-9 を参照。 
9 山本有造(2000 年)、pp.170-171 を参照。 
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10 速水佑次郎(2004 年)、pp.174 を参照。 
11 Gerschenkron, A., (1962 年)を参照。 

























                                                 
12 Barro, R. (1991 年)、pp.407 を参照。 
13 Barro, R. (1999 年)と Godo,Y. (1999, 2002,2003)を参照。 
14 速水佑次郎(2004 年)、pp.186 を参照。 
15 速水佑次郎(2004 年)、pp.118 を参照。 
 －122－ 






次ぎ 2 番目大きい産業であったことがわかる。（表 8 を参照）  
 
表 8 植民地台湾に於ける企業の産業部門別資本構成 (1,000 円) 
 1914 1919 1924 1929 
農林水産業 1,058 6,684 16,193 19,370 
鉱業 750 9,549 21,625 23,141 
製造と電気・ガス業 59,648 128,885 214,275 202,513 
商業と銀行・金融業 14,483 61,750 106,247 60,305 
運輸業 1,228 3,006 4,642 7,631 
合計 77,167 209,874 362,982 312,960 
構成比(%) 
 1914 1919 1924 1929 
農林水産業 1.37 3.18 4.46 6.19 
鉱業 0.97 4.55 5.96 7.39 
製造と電気・ガス業 77.30 61.41 59.03 64.71 
商業と銀行・金融業 18.77 29.42 29.27 19.27 
運輸業 1.59 1.43 1.28 2.44 
合計 100.00 100.00 100.00 100.00 
注：1.台湾全企業、株式会社払い込み資本金と合資会社・合名会社出資金の合計。 
















当たり平均収量）のローズバンブー（Rose Bamboo）品種は 1913 年
の普及率が 96.2%に、その後ジャワ島から導入した強い耐風性、高
土地生産性と高糖分の Poj161 品種は 1934 年の普及率が 80.3%に、そ
して 1936年に台湾糖業試験所が育成した台湾の気候と土壌にもっと
適した F108 新ハイブリッド品種は 1945 年の普及率が 50%に達した。
一方、多肥で在来米より土地生産性が 2-3 割高い台湾の蓬莱米品種
は 1921 年に開発栽培が成功した後、その作付面積は 1928 年までの 7












                                                 
16 Schultz, T.W. (1964 年)、逸見謙三訳（1975 年）pp.200 203­ を参照。 
17 速水佑次郎(2004 年)、pp.98 を参照。 
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18 明治政府は 1870年代に西欧農業技術の導入に失敗したが、1880年代に方針を転換し、
日本の要素賦存条件である低い土地・労働比、細分化された土地などに適した在来









21 1910 年代から 20 年代にかけて、桃園大圳と嘉南大圳の大型な水利投資がその代表例
である。 
22 速水佑次郎・神門善久(2002 年)、pp.114、表 4－8 と速水佑次郎(2004 年)、pp.102 を
参照。 
















は、1904-13 年の最初の 10 年間に、農事講習生 477 人、獣医科 65 人、










                                                 
23 吳文星(2003 年)、PP.1-11 と 14 を参照。 
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24 山田敦(200 年 6)、pp.173 を参照。 
























                                                 
25 Tsurumi, E. Patricia (1977 年)、pp.40-41 を参照。 
26 2 世紀以上台湾を統治した清国政府は 1885 年清仏戦争の敗戦によって、台湾の経営
を重視し始め、台湾を省に昇格し劉銘伝をその首任巡撫として派遣して、改革と開
発をおこなった。劉の清国時代における唯一の革新的な施政の中、儒学の中国式の
学校以外に、洋式の近代学校も開設した。1887 年に西学堂を設立して、毎期 20 人の
 －128－ 




















































依然存在していた。公学校の入学率は 1900 年代初頭の 5%以下から、





                                                                                                         
たことも一つの原因であろう。Shultz, T. W. (1964 年)、逸見謙三訳(1975 年)、pp.230
を参照。 
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部宗光(1972 年)、pp.218 219­ を参照。 
31 許佩賢(2003 年)、pp.43 を参照。 




































付表 1 植民地台湾初等教育の入学者数、一人当たり経費と教師比 
(人、円、%) 

































1915 12,912  39.4 94.0 66,078  61.5 9.6 1,260 13.5 
1921 21,901  40.1 97.6 185,555  88.0 27.2 2,626 18.2 
1925 25,730  38.5 98.3 241,985  59.2 29.5 4,783 10.2 
1931 36,744 55.2  45.5 99.0 275,207 29.4 57.6 34.1 7,142 9.2 
1935 42,156 49.3  47.0 99.2 373,892 26.5 70.5 41.4 8,291 8.6 
1940 48,087 50.0  42.8 99.5 624,986 26.9 84.0 57.4 10,096 6.5 
1944 53,797  39.5 99.6 797,729  88.5 71.1   
注：1. 1920 年 10 月から初等教育の責任は税制改革と同時に地方政府に移転した。1921
年から税制改革を実行した。2.教師・生徒比は正式教師数と入学生徒数の比。3.入
学率は就学年齢児童における入学男女生徒数の比。 
出典：Tsurumi, P. E. (1977), Japanese Colonial Education in Taiwan, 1895-1945, Cambridge: 
Mass., Harvard Uni. Press, Appendix B, Table B.2 to B.6, pp. 239-245 より整理。 
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付表 2 植民地台湾専門・高等学校の台湾人学生数 
台中農林専門学校 医学専門学校 高等学校高等科  台湾人 日本人 台湾人 日本人 台湾人 日本人 
1919 22 0  266  42  - - 
1921 113 0  343  93  - - 
1923 92 35  262  122  - - 
1925 71 90  222  124  4  102  
1931 4 113  150  163  107  334  
1935 11 121  233  170  114  306  
1939 5 178  - - 87  334  
1941 1 160  - - 104  363  
1943 6 274  - - 87  388  
注：1.台中農林専門学校は 1922 年までに台湾人だけの学校であった。2.医学専門学校は
1899 年に創設され、1918 年に日本人の専門科が増設された。その後、1936 年に台
北帝国大学医学部に合併された。 
出典：Tsurumi, P. E. (1977), Japanese Colonial Education in Taiwan, 1895-1945, Cambridge: 
Mass., Harvard Uni. Press, Appendix D, Table D.3, D.7 と D. 8, pp. 249, 253.  
 
付表 3 台北帝国大学の台湾人学生数 
文学・政治 理学 医学 農学 工学  台湾人 日本人 台湾人 日本人 台湾人 日本人 台湾人 日本人 台湾人 日本人 
1928 3 16  3 33 - - - - - - 
1930 12 80  8 80 - - - - - - 
1933 13 57  12 76 - - - - - - 
1935 13 48  12 41 - - - - - - 
1936 14 39  11 32 16 24 - - - - 
1938 11 54  12 36 47 67 - - - - 
1940 5 81  5 85 75 69 - - - - 
1943 3 164  1 52 64 66 1 102 - - 
1944 2 30  1 42 80 77 0 74 2 47  
注：1.農学部は 1943 年に理学部から独立した。出典: Tsurumi, P. E. (1977), Japanese 
Colonial Education in Taiwan, 1895-1945, Cambridge: Mass., Harvard Uni. Press, 
Appendix D, Table D.9, pp. 254.  
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付表 4 植民地台湾職業学校の台湾人学生数 


















1922 8 358  38  198 0 196 382 202 245 - - 
1926 24 779  83  276 48 219 497 197 451 - - 
1932 33 1,628 224 1,025 244 337 778 171 492 - - 
1936 43 2,197 653 979 279 322 1,049 213 616 - - 
1940 71 6,869 1,929 1,667 640 1,281 1,943 732 1,167 - - 
1942 83 11,635  1,964 2,236 692 1,963 1,754 1,410 1,518 - - 
1944 - - - 3,504 960 2,374 1,893 3,180 2,424 154 90 
注：1.初級学校数は私立学校が含まれている。1925 年に 2 校、1944 年に８校の私立学校、
1942 年に 20 の家庭経済(home economics)学校を含む。 
出典：Tsurumi, P. E. (1977), Japanese Colonial Education in Taiwan, 1895-1945, Cambridge: 
Mass., Harvard Uni. Press, Appendix D, Table D.1, D.2, pp. 247-248.  
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